
 

様式第１号（第５条関係） 

 

補助金交付申請書 

 

令和８年〇月〇日 

 

 男鹿市長       宛 

 

 住     所 〇〇〇〇〇〇〇〇 

名     称 株式会社〇〇〇〇〇〇 

 代表者の職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

 

 次のとおり補助金等を交付されるよう申請します。 

 

 

 １ 補 助 金 等 の 名 称  中小企業省エネ対策等支援事業費補助金 

 

 

 ２ 補 助 金 等 申 請 額  〇〇〇〇〇〇〇〇   円 

              （申請する補助対象事業費の 2/3 を記入。 

               ただし上限額は製造業 …200 万円 

                      非製造業…100 万円） 

 

 ３ 補助事業等の実施期間  令和８年〇月〇日 ～ 令和９年２月２６日 

             （更新・導入設備の工事発注予定日を記入。 

              工事の発注・開始は交付決定後となるため、 

申請日からおよそ 14 日間以上間隔を空けること。） 

 

 

 

 

  

 

 



 

様式第２号（第５条関係） 

事 業 実 施 計 画 書 

 

１．事業計画 

事業名 事業期間 事業内容（具体的に） 

中小企業

省エネ対

策等支援

事業 

令和〇年〇月〇

日（交付申請書と

同様） 

～令和９年２月

２６日 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

（現在の事業の状況、設備更新や導入によってもたら

されるメリット等を記入） 

 

２．経費配分        ※金額は税抜きで記入してください         (単位:円) 

事業名 目・節 総事業費 補助対象 

事 業 費 

補助金等 

申 請 額 

備  考 

（積算内訳） 

中小企業

省エネ対

策等支援

事業 

 

 

 

 

 

 

 

計 

（例）省

エネ設備

購入費 

 

（例）設

置・撤去

工事費 

 

（例）処

分費 

〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇〇〇〇〇 

（補助対象

事業費の合

計額の 2/3、

千円未満切

捨。 

上限額…製

造業 200 万

円、非製造業

100 万円） 

（例）業務用冷凍

庫 一台 

 

 

 



 

様式第３号（第５条関係） 

収 支 予 算 書 

 

収入の部                             (単位:円) 

 

区 分 

本年度 

予算額 

 

摘 要 

 

自己資金 

 

 

 

補助金 

 

 

 

 

計 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

（事業実施計画書の補助金等申請額と一致） 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

支出の部                                                  (単位:円) 

 

区 分 

本年度 

予算額 

 

摘 要 

（例）省エネ

設備購入費 

 

（例）設置・

撤去工事費 

 

（例）処分費 

 

 

 

計 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

（上記収入の部の合計額と一致） 

 

 

 



 

様式第４号（第５条関係） 

申請者概要書 

申請者の概要 

(1)申請者 （会社名） 〇〇〇〇〇〇〇 

     （法人番号） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

⑵ 代表者役職・氏名 代表取締役 〇〇〇〇 

⑶ 住所 

（本社／所在地） 

〇〇〇〇〇〇〇〇 

⑷ 住所 

（事業実施拠点） 

〇〇〇〇〇〇〇〇（本社所在地と同様の場合は「同上」） 

⑸ 設立年月日   〇〇〇〇 年 〇 月 〇 日 

 沿革 

 

〇〇〇〇（事業開始時期、本社所在地の変遷、代表取締役の就任

・変更履歴など簡潔に） 

⑹ 資本金（出資金）        〇〇〇〇   円 

  主要株主 

 

 

 

株主名 株主住所 持株率 

〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇.〇％ 

   

   

⑺ 従業員数 

 

 

役員 従 業 員（人） 

事務系 営業系 技術系 合計 

〇 〇 〇 〇 〇 

⑻ 主たる業種 〇〇〇業（日本標準産業分類等を参考に記入） 

⑼ 主な事業内容 

 

〇〇〇〇 

 

⑽ 売上高     〇〇〇〇   千円［ 令和 〇 年 〇 月期（直近）］ 

（添付する決算資料・確定申告書等の金額と一致すること） 

⑾ 連絡先 

担当者役職・氏名 

担当者所属部署名 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

E-mail アドレス 

 

〇〇〇〇 

〇〇〇〇 

〇〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇 

〇〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇 

〇〇〇〇 

⑿ 他の補助金等の 

交付（申請）状況 

〇〇〇 

※(1)の法人番号欄には 13 桁の法人番号を記載してください。法人番号を持たない個人事業者 

 は記載不要。 

 (4)の住所（事業実施拠点）の欄には、複数の事業所で実施する場合は全て記載すること。 



 

様式第５号（第５条関係） 

 令和８年〇月〇日 

 

 

男鹿市長          宛 

 

住     所   〇〇〇〇      

名     称   〇〇〇〇      

代表者の職氏名   〇〇〇〇      

 

 

誓 約 書 

 

 中小企業省エネ対策等支援事業の申請にあたり、次のことについて誓約いたします。 

 

１．国税及び地方税について 

応募日現在において市税の全税目に滞納はありません。 

 

２．反社会的勢力の排除について 

次の各号のいずれかに該当する者ではありません。 

一 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以

下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

二 暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

三 暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背

景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、

武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをい

う。以下同じ。） 

四 暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若

しくは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営

に積極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用

し、暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。） 

五 総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそ

れがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。） 

六 社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な

利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者を

いう。） 

七 特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的

な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。） 

八 前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者 

イ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること 

ロ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められる

こと 

ハ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を



 

もって前各号に掲げる者を利用したと認められること 

ニ 前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認

められること 

  

 （責任者の連絡先） 

住  所：〇〇〇〇 

所  属：〇〇〇〇 

職・氏名：〇〇〇〇 

電話番号：〇〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇 

Ｅ-mail ：〇〇〇〇 

 

（担当者の連絡先） 

住  所：〇〇〇〇 

所  属：〇〇〇〇 

職・氏名：〇〇〇〇 

電話番号：〇〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇 

Ｅ-mail ：〇〇〇〇 



様式第６号（第５条関係）

令和８年〇月〇日

男鹿市長 　     　　宛

住所（証明事業者）
名称（証明事業者）
代表者の職氏名

※メーカー又は納入業者等の証明事業者の氏名等を記入してください。

１．申請者情報

２．設備情報

（A） 〇〇〇 （B） 〇〇〇

３．次の計算式に記入してください。
台数 C

既存設備 （A） 〇 （D） #VALUE!
導入予定設備 （B） 〇 （E） #VALUE!

〇〇.〇 ％ ≧５％

※１　既存設備の取得価格は、固定（償却）資産台帳の取得価格を参考に記入すること。

※２　既存設備・導入予定設備の性能等が記載されているカタログ等を添付すること。

※３　既存設備が古くカタログ等が入手できない場合は、可能な限りインターネット等で情報を収集し、

　　　画面を印刷して添付すること。

※４　行が不足する場合は、適宜、追加すること。

※５　補助対象とする全ての設備について証明が必要となります。

　　　複数の設備を異なる事業者から購入する場合は、それぞれの事業者による証明書が必要です。

設備比較証明書

〇〇〇〇
〇〇〇〇
〇〇〇〇

　中小企業省エネ対策等支援事業費補助金に申請する下記設備について、既存の設備と比較して、省エネ
効果又は高効率効果は５％以上であると判断したことを証明します。
　省エネ効果又は高効率効果の計算根拠資料の提出を求められた場合は、責任をもって説明及び計算根拠
資料の提出に応じます。

記

補助金申請事業者住所 〇〇〇〇
補助金申請事業者名称 〇〇〇〇

既存設備 導入予定設備 備　考
メーカー等 〇〇〇〇 〇〇〇〇
設備名称 〇〇〇〇（商品の種類） 〇〇〇〇（商品の種類）
型番・型式等 〇〇〇〇（型式等） 〇〇〇〇（型式等）
製造年 〇〇〇〇年 〇〇〇〇年
台数 〇 〇
取得（予定）価格 〇〇〇〇〇〇円 〇〇〇〇〇〇円

比較項目（１台当たり）※ 既存設備 導入予定設備 備　考

〇〇〇
〇〇〇

（D－E）÷D×100＝

〇〇〇〇
（下記※印を参考に記入）

※比較項目（１台当たり）は「消費電力量（W/h等）」や「消費重油量（kl/h等）」、「ガス消費量（kW/h）」、
「工作物一個あたり消費電力量（W/個等）」、その他省エネルギー比較項目（燃費等）の中から選択してご記入くだ
さい。

上記比較項目エネルギー量 A A又はB×C



様式第７号（第５条関係）（個人事業主による申請）

給与支給総額向上計画書

（※策定にあたり認定支援機関に必ず相談をしてください） （単位：千円）

前々期 前期 直近期 1年目 2年目 3年目

年　月期 年　月期 年　月期 年　月期 年　月期 年　月期

1. 売上高（①、④'）

（うち新事業分）

2. 売上原価（⑥、⑨'）

3. 経費計（㉜、⑱'）

4. 利子割引料（㉒、⑯'）

5. 営業利益 0 0 0 0 0 0

6. 従業員の数

7. 給与支給総額

伸び率（％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（伸び率（％）） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

8. 新規学卒者の初任給

伸び率（％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※①千円未満切り捨てで記入してください。

　②各項目における括弧内の〇で囲われた数字は青色申告決算書（一般用）上の該当番号であり、

　　アポストロフィーが付いた〇で囲われた数字は白色申告に用いる収支内訳書（一般用）上の

　　該当番号です。

済 ・ 未済 （どちらかに〇）

これまでの実績
事業計画期間の目標値

（設備導入年度の翌年度から）

（※一人あたり給与支給額）

 （済の場合）機関名：　　　　　　　　　　　ご担当者名：

　策定にあたり認定支援機関への相談

手引を参考に各年度分記入してください





様式第７号（第５条関係）（法人等による申請）

給与支給総額向上計画書

（※策定にあたり認定支援機関に必ず相談をしてください） （単位：千円）

前々期 前期 直近期 1年目 2年目 3年目

年　月期 年　月期 年　月期 年　月期 年　月期 年　月期

1. 売上高

（うち新事業分）

2. 売上原価

3. 売上総利益 0 0 0 0 0 0

4. 販売費及び一般管理費

5. 営業利益 0 0 0 0 0 0

6. 従業員等の数 0 0 0 0 0 0

有報酬役員数

無報酬役員数

正規従業員数

非正規従業員数

7. 給与支給総額

伸び率（％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（伸び率（％）） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

8. 新規学卒者の初任給

伸び率（％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※千円未満切り捨てで記入してください。

済 ・ 未済 （どちらかに〇）

 （済の場合）機関名：　　　　　　　　　　　ご担当者名：

これまでの実績
事業計画期間の目標値

（設備導入年度の翌年度から）

（※一人あたり給与支給額）

  策定にあたり認定支援機関への相談

手引を参考に各年度分記入してください




